
 

認定ガイド認定制度実施要綱 

施行 平成28年４月１日 

改正 平成31年１月１日 

令和元年９月30日 

令和３年４月１日 

令和７年５月19日 

 

 この要綱は、屋久島町エコツーリズム推進協議会（以下「協議会」という。）が行う認定ガイ

ドの認定に関し必要な事項を定める。 

 

（認定制度の目的） 

第１条 この制度は、協議会が掲げるエコツーリズムの主旨にのっとり、屋久島町におけるガ

イドの資質の向上と業務の適正な運営を確保するための資格を定め、屋久島町の観光を牽引

する人材として、安心安全な自然体験の提供や屋久島・口永良部島の自然特性、歴史及び伝

統文化を理解し紹介することで、保全と活用の調和による屋久島・口永良部島の価値や魅力

を発信し、利用者に利便の増進を図るとともに、屋久島町への来訪及び滞在を促進し、観光

振興及び世界自然遺産を擁する屋久島町を後世に引き継ぐための環境保全並びにエコツー

リズムの推進に寄与することをもって、独自のガイド制度の確立に資することを目的とする。 

 

（対象） 

第２条 この制度の対象は、屋久島町エコツーリズム推進協議会認定ガイド（以下「認定ガイ

ド」）として認定を受け、認定ガイドの名称を用いて、主に屋久島町内において利用者に付

き添い、有料で案内したり解説したりする者をいう。 

 

（認定の申請） 

第３条 認定ガイドの認定を受けようとする者（以下「認定申請者」という。）は、屋久島町エ

コツーリズム推進協議会会長（以下「会長」という。）に、次に掲げる書類を提出しなければ

ならない。 

（１） 認定ガイド認定申請書（様式第１号） 

（２） 別表１に掲げる提出書類 

 

（認定等） 

第４条 会長は、前条の規定による申請があった場合には、次条の規定により認定を拒否する

場合を除くほか、認定申請者に申請内容が適合している旨を通知しなければならない。 

２ 前項の通知を受けた認定申請者は、会長に認定手数料を納付するものとする。 

３ 前項の認定手数料の納付は、通知を受けた日から十日以内に納付しなければならない。 

４ 会長は、第２項の認定料の納付があったときは、速やかに申請者を認定ガイドとして認定

するものとする。 

５ 認定に係る手数料は7,200円とし、廃止及び休業、停止、失効並びに抹消による返納はしな

い。 

 

 （認定の拒否） 

第５条 会長は、認定申請者が次の号に該当するときは、その認定を拒否しなければならない。 



 

（１）第14条の規定により認定ガイドの認定を抹消され、認定が抹消された日から三年を経過

しない者 

（２）申請書類のうち、重要事項について虚偽の記載があるとき 

 

 （認定証書の交付） 

第６条 会長は、第４条の認定を行ったときは、申請者に認定ガイド認定証書（様式第３号）

を交付する。 

 

 （認定の有効期間） 

第７条 第４条第４項の認定ガイド認定の有効期間は、同条第４項の認定を受けた日から定期

更新年度の３月31日までとする。 

２ 認定に係る有効期間内に休業の届け出が行われた場合も、再開の届け出がなされた日から

定期更新年度の３月31日とする。 

 

 （遵守事項等） 

第８条 認定ガイドの認定を受けた者がガイド行為を行うときは、別表２に掲げる事項を遵守

しなければならない。但し、第11条第２項の休業の届け出を行った者については、この限り

でない。 

２ 会長は、認定ガイドの認定を受けた者が、前項の遵守事項によらずガイド行為を行ってい

ると認められるときは、当該ガイドに対し、必要な指導を行うことができる。 

 

 （認定の公表） 

第９条 会長は、第４条第４項の認定をしたときは、ガイド活動に関する情報の一部を公表す

ることができる。 

 

（認定内容の変更等） 

第10条 認定ガイドの認定を受けた者は、申請書の記載事項に変更があったときは、変更事由

を記載した書類に認定証書を添えて会長に提出し、その訂正を受けるものとする。 

２ 認定ガイドの認定を受けた者は、第６条の認定ガイド認定証書を亡失し、減失し、汚損し、

又は破損したときは、会長に申請して、認定証書の再発行を受けることができる。 

 

 （事業の廃止及び休止） 

第11条 認定ガイドが当該認定に係る事業を廃止したときは、遅滞なくその旨を会長に届け出

なければならない。 

２ 認定ガイドの認定を受けた者が、病気、介護、勉学等の理由により当該認定に係る業務を

休止するときは、あらかじめその旨を会長に申請し、承認を得なければならない。 

３ 前項の休業の期間は、届け出の日から３年を超えてはならない。 

４ 第２項の休業の届け出を行った者が認定に係る事業を再び行うときには、会長にその旨を

申請し、会長の承認を得なければならない。 

５ 前項の再開の届け出を行った者に係る認定の有効期間が経過していた場合においては、当

該届け出を行った年度に限り、更新研修を修了した上で、第15条の更新手続きを行うことが

できる。 

 



 

 

 （認定の停止） 

第12条 会長は、認定ガイドの遵守事項に適合しないと認められる事由が生じたときは、その

認定を停止することができる。 

２ 会長は、前項により認定を停止した場合は、当該ガイドにその旨を通知する。 

３ 認定の停止を受けた者は、認定を停止された日から起算して１年以内に遵守事項に適合し

た場合は、認定の停止解除を申請することができる。但し、第７条の認定有効期間を越えて、

申請することはできない。 

４ 会長は認定の停止解除の申請を受けた場合は認定の停止を解除することができる。 

 

（認定の失効） 

第13条 認定ガイドへの認定は、次の各号に掲げる事由が生じたときは、その効力を失う。 

（１） 前条の認定を停止された日から起算して、一年以内に遵守事項（別表２）に適合し、認

定の停止の解除の申請が行われなかったとき。 

（２） 第15条の認定の更新が行われずに、認定に係る有効期間が経過したとき。 

（３） 休業の届け出を行った日から起算して、３年以内に事業の再開の届け出が行われなか

ったとき。 

２ 会長は、前項により認定を失効したときには、認定していたガイドにその旨を通知する。 

３ 認定の失効を受けたものは、再認定を希望する場合、登録ガイドの登録基準から再度満た

さなければならない。 

 

 （認定の抹消） 

第14条 会長は、次の各号に掲げる事由が生じたときは、審査部会に審査を依頼し、その結果

を踏まえて、認定を抹消することができる。 

（１） 過失等の原因による重大な事故が生じたとき。 

（２） 利用者からの苦情に適切に対処せず、行為等が改善されないと認められるとき。 

（３） 第８条第２項の指導がなされた場合であって、長期にわたり当該指導に係るガイド行

為に改善が見られない場合。 

２ 会長は、前項により認定を抹消したときは、当該ガイドにその旨を通知する。 

３ 認定の抹消を受けた者は、認定が抹消された日から起算して３年間は、認定の申請を行う

ことができない。 

 

 （認定の更新） 

第15条 認定ガイドの認定の更新を受けようとする者は、次に掲げる書類を会長に提出するも

のとする。 

（１） 屋久島ガイド認定更新申請書 （様式第４号） 

（２） 別表３に掲げる提出書類 

２ 認定更新料は、第４条の定めを準用する。 

 

 （認定更新の拒否） 

第16条 会長は、認定ガイドの認定を受けようとする者が別表３の認定更新基準に適合しない

と認められるときは、その認定の更新を拒否しなければならない。 

 



 

 （認定証書の返納） 

第17条 認定ガイドの認定を受けた者が、次の各号のいずれかに該当することとなった場合に

は、会長に認定に係る認定証書を返納しなければならない。 

（１） 認定ガイドの認定が停止されたとき 

（２） 認定ガイドの認定を失効したとき 

（３） 認定ガイドの認定を抹消されたとき 

（４） 第11条第１項の事業の廃止の届け出又は同条第２項の休業の届け出を行ったとき 

 

 （検討部会） 

第18条 会長は、認定申請時の基準・遵守事項・更新基準を改定する場合は、屋久島ガイド登

録認定制度運営細則（以下「細則」という。）第２条に規定する屋久島公認ガイド検討部会

（以下「検討部会」という。）の意見を聴くものとする。 

 

 （審査部会） 

第19条 会長は、認定の申請又は第14条各号に掲げる事由が生じたと認められる場合は、細則

第５条に定める審査部会に認定及び抹消の適否に関する審査を依頼する。 

 

（苦情の通知及び調査並びに対処報告） 

第20条 審査部会は、利用者や住民等から認定ガイドについて苦情が寄せられた場合は、必要

に応じて当該ガイドに通知するとともに、内容を調査し、適切な対応を求めるものとする。 

 

 （事故の報告） 

第21条 認定ガイドは、事業又は業務の遂行上、重大な事故が生じた場合は速やかに会長に報

告するものとする。 

２ 報告を受けた会長は、その概要を認定ガイドに周知し、事故の再発防止に努めるものとす

る。 

 

 （調査） 

第22条 会長は、認定の審査等において、関係する職員、検討部会及び審査部会の委員を派遣

させて、調査させることができる。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

この要綱は、平成28年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

この要綱は、平成31年１月１日から施行する。 

 

   附 則 

この要綱は、令和元年９月30日から施行する。 

 

   附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 



 

附 則 

第１条 この要綱は、令和７年５月19日から施行する。 

 

 （経過措置） 

第２条 この要綱の改正時において、屋久島をフィールドにガイド業を開始し、15年以上活

動しそれを証明する団体がある者は、特例としてこの要綱別表１（項目⑤を除く）を満た

し、認定申請に必要書類を添えて提出することで、この要綱の規定に基づき認定を受けた

者とみなす。 

２ 前項の規定の適用を受ける者は、その有効期限を令和15年度末までとし、それ以降の更

新は認めない。定期更新手続きは行うものとする。 

 


